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１．はじめに
１－１　ダイバーシティが注目される背景

　近年，日本において企業の経営環境は変化して
いる。社会の成熟化による人口の減少により，企
業は国内での労働力や市場の確保が困難になりつ
つある。また，国際間の経済活動のルールが整備
され，経済活動の国際化が進んでいる。例えば，
日本企業の国外生産拠点への移行，海外企業との
連携や合併などである。そして，経済活動の国際
化に伴い，企業には国際レベルの社会的責任が求
められている。加えて，第３次産業の増加は，非
正規雇用の割合を増加させ，第１次，第２次産業
のサービス化により，企業は多様な市場への柔軟
な対応が求められている。企業がこのような経営
環境の変化に対応していくことは，従来の企業活
動を維持するためだけではなく，より国際的な競
争力を得るための機会ともなり得よう。
　このような状況の中，日本においてダイバーシ
ティ（diversity，労働力の多様性）が注目されて
いる。2000年に旧経団連は，ダイバーシティ・
ワーク・ルール研究会を発足し，日本におけるダ
イバーシティの必要性を提言した。そして，『「日
経連ダイバーシティ・ワーク・ルール研究会」報

告書』（日本経済団体連合会，2001）において，
「ダイバーシティとは，多様な人材を活かす戦略」
とし，さらに「従来の企業内や社会におけるスタ
ンダードにとらわれず，多様な属性（性別，年齢，
国籍など）や価値・発想をとり入れることで，ビ
ジネス環境の変化に迅速かつ柔軟に対応し，企業
の成長と個人のしあわせにつなげようとする戦
略」と定義した（文部科学省 HP，2014/10/5閲
覧）。また，2012年に経済産業省は，「ダイバーシ
ティ経営」を「多様な人材を活かし，その能力が
最大限発揮できる機会を提供することで，イノ
ベーションを生み出し，価値創造につなげている
経営」とし，ダイバーシティ経営によって企業価
値向上を果たした企業100社を表彰するなどして
いる（経済産業省 HP，2014/10/5閲覧）。
　ダイバーシティによって獲得できる経営成果に
ついて『ダイバーシティ経営100選ベストプラク
ティス集』（経済産業省経済産業局，2014）では，
直接的な成果として，ダイバーシティにより誕生
した商品やサービス，技術革新などのイノベー
ション事例が紹介されている。そして，間接的な
成果として，顧客満足度や社会的認知度などの外
的評価の向上，従業員のモチベーションや満足度
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は，ダイバーシティの管理方法・アプローチの観
点から，発展に４つの段階があったとしている
が，1960年代以前を含めており，1960年代以降は
３つの段階があったとしている。
　これらの研究から，1960年代以降における米国
企業のダイバーシティは，以下のように３つの段
階を経て現在に至ったと言えよう。

（1）第１段階

　米国におけるダイバーシティの発展は，1960年
代の公民権運動や女性運動をきっかけに始まった

（ 有 村，1999； 谷 口，2009； 脇，2008； 坂 東，
2014）。1964年に公民権法が成立，翌年にアファー
マティブ・アクションが導入され，1967年に対象
者として女性も追加された。この段階における企
業のダイバーシティの目的は，白人男性以外の黒
人や女性などマイノリティに対する格差や差別是
正のための雇用機会均等法の尊守であった（有
村，1999）。企業は，法の遵守のために組織に多
様な人材を取り込んだが，自分たちの企業文化に
適合する人を期待するにとどまり，既存の企業文
化や社内のしくみを変容させようとはしなかった

（谷口，2005；2009）。

（2）第２段階

　第２段階は，個々に持つ多様性には価値があ
り，理解尊重すべきものとの認識が広まった段階
である（有村，1999；谷口，2009；坂東，2014）。
その背景には，多様性の存在を認められず，職場
で白人男性への同化を求められたマイノリティが
不適応を起こし，能力を発揮できなかったり離職
したりしたことがある。つまり企業は，ダイバー
シティのために追加のコストを払わなければなら
ない状況に追い込まれた。このような状況を解決
するため，企業は，マイノリティの離職を阻止し
ようとマイノリティのもつ多様な背景を理解し受
入れるという態度を志向するようになった。企業
は，組織内の人種差別や性差別の表出を最低限に
するための教育・訓練プログラムを実施した（有
村，1999，野畑，2012）。

（3）第３段階

　1980年代の米国では，大量生産大量消費の経済
モデルが行き詰り，市場と商品の多様性が求めら

の向上などの職場内での成果が紹介されている。
　このように，ダイバーシティ・マネジメントは
有効性を有していると言えよう。しかし，今後も
経営環境の変化が続くとされる中，人材の多様性
を活かすダイバーシティ・マネジメントの有効性
をさらに追求することは，企業の持続可能な成長
のために必要だと考えられよう。

１－２　目的と方法

　ダイバーシティ・マネジメントは米国で発祥し
発展してきた概念である（坂東，2014）。米国に
おけるダイバーシティについて谷川（2012）は，
概念が最も浸透しており，議論に関しても長い歴
史を持つと述べている。よって，まずは２章にお
いて，米国におけるダイバーシティの発展と，日
本におけるダイバーシティの現状を文献から整理
する。次に，日米のダイバーシティを比較した研
究より，日本のダイバーシティ・マネジメントの
課題と，解決に必要な視点を抽出する。
　さらに３章において，２章で得られた本稿にお
ける分析視点から国内外の研究の動向に関して概
観し，日本においてより有効性のあるダイバーシ
ティ・マネジメントを展開するために，今後必要
な研究を考察する。

２．日米におけるダイバーシティ
２－１　米国におけるダイバーシティの発展

　米国におけるダイバーシティの発展について
は，既存研究においてさまざまな視点から整理，
分析されている。例えば谷口（2005；2009）は，
米国における人材の多様性議論の変遷から，ダイ
バーシティ・マネジメントが３つの段階を経て発
展してきたとしている。また，脇（2008）は，米
国企業が多様な人材を雇用した動機の観点から，
野畑（2012）は，ダイバーシティ・マネジメント
の発展と平等雇用促進との関連を指摘し，雇用差
別の撤廃に影響を与えたステイクホルダーとその
行為の観点から，ダイバーシティ・マネジメント
が３つの時代を経てきたとしている。坂東（2014）
は，ダイバーシティ・マネジメントの基盤となっ
た Thomas & Ely（1996）の研究をもとに，現在
のダイバーシティ・マネジメントに至るまでに３
つのパラダイムを経てきたとして，それぞれのマ
ネジメントのテーマをまとめている。有村（1999）
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活躍推進のための教育制度の整備や女性視点のプ
ロジェクト発足などである。人材のダイバーシ
ティにおいては，職場によっては人材不足やそれ
への懸念もあり，女性以外にも高齢者人材，若者
人材，外国人材の雇用が推進されている。障がい
のダイバーシティにおいては，法制化により障が
い者の雇用と技能獲得が促進されている。雇用形
態のダイバーシティにおいては，正規雇用以外の
さまざまな形態が存在している。また，勤務形態
として，在宅勤務制度やフレックスタイム制が導
入されている。

２－３�　日米比較による日本のダイバーシティ・

マネジメントの課題

　日米のダイバーシティを比較した研究がある。
例えば，谷口（2008），坂東（2014），山口（2011）
は，日米の現状の比較により，日本のダイバーシ
ティ・マネジメントの特徴と課題を指摘してい
る。それらの指摘を整理して，今後必要な研究の
視点を抽出する。

（1�）課題１：どのような経営成果の獲得を目指

すかを明確にする

　1980年代後半以降，米国におけるダイバーシ
ティ・マネジメントは，経営成果の獲得を目的と
してきた。そして，日本のダイバーシティ・マネ
ジメントの出発点も，人権論的配慮というより
は，「多様な人材から生じる発想や価値をビジネ
スで活かそうとする経営戦略的な考え方」（日本
経営者団体連盟，2002）であった（脇，2008）。
しかし，日本のダイバーシティ・マネジメントの
現状は，特定の属性を持つ人々の雇用上の問題へ
の対応であると言えよう。この点について谷口

（2009）は，日本においては，ポジティブ・アク
ションとダイバーシティ・マネジメントの目的が
明確に区分されておらず，共存していると述べて
いる。
　ダイバーシティの成果への期待について，岩
崎・柏原・橋本（2012）が日本の企業79社に対し
アンケート調査をした結果，約９割の企業が社会
的責任の遂行と回答した。そして，ダイバーシ
ティが企業の競争優位性や創造性を高めたり革新
性を追求できたりすると考える企業もあった一
方，必ずしも経営成果の獲得に効果的ではないと

れた。マイノリティの持つ多様な背景は，新商品
の開発や新規市場の獲得に活かされ，企業の競争
力獲得の手段とされた（有村，1999；脇，2008，
谷口，2009；坂東，2014）。このとき対象になっ
たのは，市場となり得る民族コミュニティにアク
セスできる人々であった（坂東，2014）。さらに，
1987年に発表された「Workforce 2000」は，ダ
イバーシティに対する企業の関心を倫理問題から
経営問題へとシフトさせるきっかけになった（谷
口，2005）。すなわち，企業は，経営成果を得る
ため，戦略的にダイバーシティを活用し始めた。
　以上のように，米国におけるダイバーシティ
は，多様な人材を格差や差別是正のために組織に
取り込む段階から，価値を認め尊重する段階を経
て，現在の経営成果を得るための戦略的なダイ
バーシティ・マネジメントへ発展したとまとめら
れよう。

２－２　日本におけるダイバーシティの現状

　日本においてダイバーシティは，旧経団連がダ
イバーシティ・ワーク・ルール研究会を発足した
2000年頃から注目されるようになった（谷口，
2008）。以降，日本の企業はそれぞれに持つ課題
の解決や目標達成のためにダイバーシティを推進
してきた。その具体的な取組みは『ダイバーシ
ティ経営100選ベストプラクティス集』（経済産業
省経済産業局，2014）において紹介されている。
また，先行企業の取組みを分析した研究がある。
例えば，牛尾（2002），有村（2004；2005）は，外
資系日本企業を対象に，古武（2008），脇（2012）
は未上場の中小企業を対象にした事例研究を行っ
ている。
　これらの文献からわかることは，日本における
ダイバーシティの対象は日本人女性，高齢者，外
国人，障がい者が中心となっていることである。
また，雇用形態や，勤務形態もダイバーシティと
して扱われている。各ダイバーシティの概要は，
以下のようにまとめられよう。
　ジェンダーのダイバーシティにおいては，男女
雇用機会均等法の施行やポジティブ・アクション
の導入を背景に，女性の雇用と活躍が推進されて
いる。例えば，仕事と家庭の調和を目指したワー
ク・ライフ・バランスやファミリー・フレンド
リー実現のための育児・介護休暇の導入，女性の
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う。これに並行して，新たなダイバーシティを獲
得していくことが現実的だと考えられる。そのた
め，まずは企業内もしくは職場内にいかなるダイ
バーシティが存在するのかを把握し，次にダイ
バーシティ・マネジメントにより達成したい経営
成果と，達成に必要なダイバーシティを明確にす
る必要があろう。
　谷口（2005）によると，ダイバーシティには二
つの次元がある。すなわち，性別や年齢，学歴な
どの外見や身辺からはっきり識別できる次元と，
価値観や能力などの度合いで測られるはっきり識
別しにくい次元である。前者のダイバーシティ
は，表層的ダイバーシティ（Jackson, May & 
Whiteny, 1995），後者のダイバーシティは深層的
ダイバーシティ（Harrison, Price & Bell, 1998）
と呼ばれる（谷口，2005）。
　日本のダイバーシティ・マネジメントの対象と
なっているダイバーシティは，性別や雇用形態な
どの表層的な次元が中心である。今後，さらにダ
イバーシティを活用するためには，能力や心理的
な特性を含めた深層的ダイバーシティにも着目す
る必要があろう。その際，ダイバーシティ・マネ
ジメントの対象者は，同質な従業員と一括りにさ
れていた従業員も対象となる。
　以上より，今後必要な研究は，深層的ダイバー
シティを対象とすることだろう。

（4�）課題４：ダイバーシティによるマイナスの

影響に対応する

　ダイバーシティは，多様なメンバーが集まるこ
とで問題解決能力の向上や創造性につながるとい
う プ ラ ス の 影 響 を 集 団 に 与 え る（Kirby & 
Richard, 2000）。一方，集団の中でコミュニケー
ションがうまくいかなくなったり（Zenger & 
Lawrence, 1989），感情的な対立を引き起こした
り（Pelled, Eisenhardt & Xin, 1999）という，マ
イナスの影響ももたらす。
　坂東（2014）は，ダイバーシティ・マネジメン
ト導入前の日米を比較する中で，1990年代までの
日本における企業は，成人男性という同質的な人
材を主流とした経営であったが，社会状況の変化
により同質的な人材が減少したため，女性，高齢
者，外国人，非正規雇用などの異質な人々を労働
力として取り込まざるをえなかったとしている。

認識する企業も相対的に多かった（岩崎他，
2012）。すなわち，企業にとってのダイバーシ
ティは，企業の社会的責任の遂行という理念的な
目的の達成にとどまり，必ずしもイノベーション
や生産性向上などの経営成果を目的としていない
現状がうかがわれる。
　この点について谷口（2009）は，日本のダイ
バーシティ・マネジメントに経営者の関与が少な
く，経営成果をもたらすものというよりは従業員
がいきいきと働ける職場といった理念的な議論に
とどまっている理由として，女性のダイバーシ
ティが企業に何をもたらすかを示す明確な理論が
見出されていないことを指摘している。
　以上より，今後，日本のダイバーシティ・マネ
ジメントは，経営成果を獲得することを目的とす
ることが必要だろう。そのための研究としては，
ダイバーシティがどのような経営成果につながる
かを明確にすることが求められよう。

（2�）課題２：ダイバーシティが経営成果につな

がる前提を考慮する

　ダイバーシティによる経営成果の獲得には，組
織内外のさまざまなコンテクストが影響するとさ
れる（谷口，2005）。例えば，同じマネジメント
を行ったとしても，成果が出る場合とそうではな
い場合があるということは，実務上で起こる現象
である。このような差は，ダイバーシティ・マネ
ジメントが有効となる前提が組織にあるかどうか
が影響していると考えられる。よって，ダイバー
シティの経営成果を獲得するための前提が何であ
り，その前提をいかに作り出すかを明らかにする
必要があろう。

（3�）課題３：経営成果を獲得するためにあらゆ

るダイバーシティに着目する

　1980年代以降の米国では，多様な市場と商品の
拡充を目的とした戦略的なダイバーシティ・マネ
ジメントが展開された。一方，日本では，労働力
の補填や安価な労働力への置き換えを行った結果
として人材と働き方が多様化し，ダイバーシ
ティ・マネジメントが必要になった。よって，日
本のダイバーシティ・マネジメントには，既存従
業員のダイバーシティを人的資源として捉え，経
営成果につなげていくことが求められると言えよ
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　すなわち，同質的な人材で構成されてきた日本
企業においては，ダイバーシティによるマイナス
の影響が強く出ることが考えられよう。よって，
日本のダイバーシティ・マネジメントは，ダイ
バーシティによるマイナスの影響に対応すること
が重要だろう。そのために必要となる研究は，ダ
イバーシティによるマイナスの影響とはどのよう
なものがあり，いかにしてマイナスの影響を減ら
すかを明らかにすることだろう。
　以上より，日本のダイバーシティ・マネジメン
トの課題を解決するために必要な研究の視点は，
次の４点となった。①ダイバーシティによって獲
得できる経営成果とそのプロセスの研究，②ダイ
バーシティが経営成果につながるための前提を明
らかにする研究，③表層的ダイバーシティだけで
はなく深層的ダイバーシティを対象にする研究，
④ダイバーシティによるマイナスの影響に関する
研究である。以上を，本稿の既存研究の分析視点
とする。

３．国内外におけるダイバーシティに関す
る研究の動向と日本の今後の研究に関す
る考察

３－１�　日本におけるダイバーシティに関する研

究の特徴

　日本における研究論文は，日本の論文検索サイ
ト CiNii において「ダイバーシティ」，「多様性」
をキーワードに検索し，本稿の対象となる経営学
の領域の研究でかつ本文を確認できた65件の論文
を参照した。論文の発表年は，1999年から2014年
までであった。
　まず，日本における研究の特徴を，研究方法，
研究分野から把握する。確認できた論文65件のう
ち，理論研究が38件，事例研究が16件，実証研究
が11件であった。最も文献数が多い分野は，女性
の活躍推進・男女共同参画で，次いで，人的資源
管理・雇用管理，経営戦略・グローバル経営の順
であった。その他にも，障がい者雇用の促進，組
織行動などの分野での研究が見受けられた。
　次に，分析レベル，研究対象から特徴を検討す
る。谷川（2012）は，ダイバーシティによる経営
成果の分析のレベルには，企業レベル，職場集
団・ユニットレベル，個人レベルの３つがある

（Joshi et al., 2011）としている。日本の研究の分

析レベルは，企業レベルでは企業の法的遵守（杉
田，2006），職場集団・ユニットレベルではチー
ムの心理的安全やコミュニケーション（内藤，
2012b）， 個 人 レ ベ ル で は 心 理 的 不 安（ 白 石，
2010）に言及する研究があったが，分析レベルが
明確ではない研究も見受けられた。
　また，谷川（2012）は，ダイバーシティに関す
る研究には，ダイバーシティの組織や集団への影
響を研究対象にした「ダイバーシティ研究」と，
ダイバーシティのマネジメントの有効性を研究対
象にした「ダイバーシティ・マネジメント研究」
があるとしている。さらに，Yang & Konrad

（2011）の研究成果から，ダイバーシティ・マネ
ジメント研究には，制度論と資源ベース論を基に
した研究があり，どちらの理論も人的資本や経営
成果の獲得を説明しているが，組織の制度論が強
調するのは，組織の存在においての規範的なコン
テクストであり，資源ベース論をもとにした研究
は，組織における多様な資本が経営戦略の発案と
実行に影響するとしている（谷川，2012）。そし
て，谷川（2012）は，日本においてはダイバーシ
ティ・マネジメント研究が極度に多いことを指摘
している。筆者が確認した限りでも，制度論的観
点のダイバーシティ・マネジメント研究が日本の
研究のほとんどを占めていた。
　以上より，日本におけるダイバーシティに関す
る研究は，15年間にわたり，女性の活躍推進や男
女共同参画の分野を中心にさまざまな分野におい
て，理論中心の研究が蓄積されていた。また，ダ
イバーシティ・マネジメントの有効性を制度論上
から論じた研究が多くを占めていた1。

３－２�　欧米におけるダイバーシティに関する研

究の動向と日本の今後の研究に関する考察

　ダイバーシティに関する研究は，当初，米国を
中心に行われていた（Jackson & Joshi, 2011）。
しかし，近年では，ヨーロッパの国の研究者も研
究に参画し，ダイバーシティによる成果に関する
理論モデルの提示（eg., van Knippenberg et al., 
2004）や，その理論モデルの有効性に対する実証
研究がヨーロッパの職場を対象に行われている

（eg., Kearney & Gebert, 2009）（谷川，2012）。こ

１　例外として谷口（2009），内藤（2012a；2012b），谷
川（2013）がある。
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れより谷川（2012）は，ダイバーシティに関する
研究の成果は欧米で蓄積されていると指摘してい
る。
　ところで本稿の目的は，日本のダイバーシ
ティ・マネジメントの有効性を高めるための研究
を考察することである。前述したとおり，日本に
おけるダイバーシティに関する研究は，さまざま
な分野において多くの理論研究が蓄積されてい
る。よって，今後は理論と実務上のさらなる適応
を目指し，理論モデルを日本の職場において実証
していくことが必要だろう。
　そのため，近年の欧米におけるダイバーシティ
に関する実証研究の動向を踏まえ，日本における
今後の研究について検討する。文献の検索は，海
外の文献の検索サイトMetaLibで行い，“diversity”
をキーワードとして，近年発表された欧米の実証
研究の中で本稿の分析視点に関連する内容の論文
を参照した。また，既存研究をまとめた論文と，
検索した論文の引用文献からも実証研究を参照し
た。

（1�）視点１：ダイバーシティにより獲得できる

経営成果とそのプロセスの研究

　1990年代になると，ダイバーシティを用いて経
営成果を向上させるマネジメントの手法がさまざ
まな立場から論じられるようになった（谷口，
2009）。Jackson & Joshi（2011）は，ダイバーシ
ティに関する487件の研究結果をまとめ，ダイ
バーシティが創造性とイノベーション，チーム・
パフォーマンスに影響する可能性を指摘した。し
かし，ダイバーシティと経営成果との直接的な因
果関係を示す理論や実証結果は，現段階では一貫
し な い と さ れ る（ 有 村，2009； 谷 口，2009；
Jackson & Joshi，2011）。
　ただし，組織行動論の分野においては，ダイ
バーシティがどのようなプロセスで経営成果に結
びつくかが，間接的な非財務的成果に関する理論
モデルを用いて説明されており（谷口，2009），
実証結果が蓄積されつつあると言えよう。例え
ば，Kearney & Gebert（2009）は，ドイツの多
国籍製薬会社の研究開発部門62チームに対して質
問紙調査を行い，年齢，国籍，学歴のダイバーシ
ティが情報交換によるタスク関連の情報の精緻化
を介して，効率，革新性，生産性，品質などの全

体的なチームパフォーマンスの達成度を高めるこ
とを明らかにした。Yang & Konrad（2011）は，
カナダの138社の企業に対して質問紙調査を行い，
人種民族のダイバーシティと組織の革新性との正
の関係が，ジョブ・ローテーションやクロス・ト
レーニング，提案，情報の伝達，組合への参加な
どの従業員の関与の種類の多さにより促進される
ことを示した。
　また，トップマネジメントチーム（TMT）の
多様性と経営成果に関する研究がある。Boone & 
Hendriks（2009）は，Bunderson & Sutcliffe（2002）
や Certo et al.（2006）らがメタ分析により TMT
の職能のダイバーシティが決定の質の向上を介し
て企業成果につながる可能性を示しているとし
て，ベルギーとオランダの IT 企業の TMT を対
象に調査を行った。その結果，TMT メンバーの
職能の多様性と決定の質の向上との正の関連を，
協働，正確な情報交換，意思決定の分権化などの
チームのメカニズムが促進する可能性が示された

（Boone & Hendriks , 2009）。
　日本においては，男女共同参画の推進，障がい
者の雇用促進による社会的責任の遂行によって
内・外部の評価が高まり，経営成果につながると
する研究（野畑，2012；杉田，2006），ダイバー
シティがイノベーションや人材と市場の確保につ
ながるとする研究（白石，2010）があった。異文
化経営の分野では，外国人労働者の雇用により，
語学力の向上などのグローバル人材の育成に役立
つと主張されていた（馬越，2011；李，2013）。
　また，ダイバーシティ・マネジメントの先行企
業へのインタビューや資料の収集による調査を行
い，異文化シナジー効果の発生やワーク・ライ
フ・バランスの改善などの成果を紹介している研
究（原田・岡野，2007；白石，2012）があった。
脇（2012）は，中小企業２社のダイバーシティ・
マネジメントの取組みを調査し，成果として有能
な人材の採用，リテンション，市場の獲得・拡大
を挙げていた。
　石川（2009）は，日本の企業175社の企業情報
に関する文章から得たデータを分析した結果，
トップマネジメントチームにおける女性取締役の
比率が高いことと，女性取締役の個々の属性より
も組織内でより意思決定に影響を与えるポジショ
ンにいることが，それぞれ財務的な経営成果と正
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の関連を持つことを示した。
　以上のように，ダイバーシティにより獲得でき
る経営成果について，現在のところ一貫した研究
結果が得られないとされるものの，財務的な成
果，革新性，チーム・パフォーマンスや離職の問
題の改善が挙げられていた。また，成果につなが
るプロセスは，組織行動論の理論を用いて説明し
ようとする研究があり，情報伝達や職務への関与
などが，ダイバーシティと経営成果との関係に影
響することが示唆されていた。一方，日本におけ
る研究には，ダイバーシティと経営成果との関係
を理論化したり事例から探索したりする研究や，
ダイバーシティと財務指標との連関を示した研究
はあったが，因果関係を明らかにした研究は見受
けられなかった。よって，今後は，成果につなが
るプロセスを含めた因果関係を実証する研究が必
要だろう。

（2�）視点２：ダイバーシティが経営成果につな

がるための前提を明らかにする研究

　ダイバーシティよって経営成果を獲得するため
の前提については，組織コンテクスト要因に関す
る研究が行われている。組織コンテクスト要因に
は，タスクの特徴，組織文化，チーム風土とチー
ム内での相互作用プロセス，戦略，時間要因があ
るとされる（谷口，2005）。
　近年の研究では，組織において多様な属性を受
け入れようとする多様性風土（diversity climate）
や包摂的な風土（climate for inclusion）に関す
る研究がある。Nishii（2012）は，100部署の従
業員1,324人を対象に質問紙調査を行い，組織に
おける包摂的な風土の存在が人間関係とタスクに
おけるコンフリクトを弱めることを明らかにし
た。また，Madera, Dawson & Neal（2013）は，
米国のホテルマネージャー130人を対象に質問紙
調査を行い，多様性風土の知覚は，マネージャー
の役割のあいまいさと役割葛藤を低下させて，職
務満足を高めることを明らかにした。
　また，リーダーシップに着目した研究がある。
de Poel, Stoker & Van der Zee（2014）は，世界
に16万人の従業員を持つオランダの国際的プロ
フェッショナル・ファームを対象に質問紙調査を
行い，メンバーの在職期間が多様なチームにおい
て，変革型のリーダーシップの存在がチームの組

織コミットメントと職務満足を高めることを示し
た。
　さらに，複数のコンテクスト要因を扱った研究
がある。Brimhall, Lizano & Mor Barak（2014）
は，米国西部の公共児童福祉施設の職員364人を
対象に質問紙調査を行い，リーダーとフォロー
ワーとの間の社会的交換の質を意味する LMX

（Leader Member Exchange）の従業員の知覚が
多様性風土と正の関連を持ち，それが包摂的な風
土と職務満足に影響する可能性を示した。
　戦略のコンテクストに関する研究として，
Triana & Maria（2009）は，多様性をサポート
しようとする組織の努力を従業員が認知すること
が，差別を受ける従業員の職場における手続き的
公正さへの認知へとつながり，結果として組織コ
ミットメントを高め，組織市民行動が促進される
ことを明らかにした。
　日本における，組織コンテクスト要因の研究に
は，組織変革に関する研究がある。脇（2010）
は，組織変革のプロセスの概念化を試み，組織メ
ンバーの価値観，組織制度を関連づけた組織文化
が新しい組織ビジョンへの変革に影響しあうとし
た。また，内藤（2012b）は，医療チームを対象
とした事例研究を行い，チームにおける職能のダ
イバーシティがどのようにパフォーマンスにつな
がるかを分析した。発見事実として，チームの心
理的安全に麻酔医と看護師のリーダーシップが影
響してきたことや，心理的安全を知覚していない
メンバーは，専門職としてのアイデンティティに
動機づけられて発言していたなど，具体的なコン
テクストを示した。
　以上より，組織コンテクスト要因に関する研究
には，多様性風土，リーダーシップ，戦略のコン
テクスト，心理的安全などの研究があった。日本
においては，事例研究により独自の組織コンテク
スト要因を理論化したり内容を詳細に記そうとし
たりする研究があった。今後は，日本の職場にお
いて，ダイバーシティが経営成果につながる前提
となる組織コンテクスト要因をさらに明らかに
し，どのようなマネジメントで作り出せるのかを
検証していくことが必要だろう。
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（3�）視点３：深層的ダイバーシティを対象とす

る研究

　谷口（2005）は，これまでダイバーシティがマ
イナスであると主張していた議論は，表層的ダイ
バーシティを用いており，プラスであるとされて
いたのは深層的ダイバーシティの変数に焦点をあ
てている傾向があったと指摘している。しかし，
時 間 の 概 念 を 用 い た Harrison, Price, Gavin & 
Florey（2002）の研究により，表層的ダイバーシ
ティは初期段階において集団に影響し，深層のダ
イバーシティは中期以降に集団に影響を与え始め
ることが示唆され，表層的・深層的ダイバーシ
ティの二つの議論は統合されたとしている（谷
口，2005）。Harrison et al.（2002） の 研 究 結 果
は，チームのメンバーが時間をかけて協働するこ
とで，表層的なダイバーシティよりも，深層的な
ダイバーシティのほうが，社会的な統合を促進す
る上で重要となる可能性を示した。
　近年の研究において，Fisher, Bell, Dierdorff & 
Belohlav（2012）は，米国のビジネスコースの学
生を対象にビジネス・シミュレーションを行い，
深層的なダイバーシティ（パーソナリティ）と表
層的ダイバーシティとが，チームが成果を得るた
めにメンバーの相互交換を通じて共有されるダイ
ナミックな知識構造であるチームメンタルモデル

（TMM）とそれぞれ関係するかどうかを実験し
た。その結果，人種のダイバーシティは，TMM
の類似性と負の関連があることが示されたが，協
力を志向するパーソナリティは，TMM の類似性
と正の関連があり，要求されなくても積極的に情
報交換をしたり支援したりする暗黙の協調を介し
てチームのパフォーマンスにつながることが示唆
された（Fisher et al., 2012）。
　Harvey（2013）は，学生を対象にグループメ
ンバーの経験や考え方の多様性を知覚しているグ
ループと，知覚していないグループに分けて実験
を行い，チームでのアイデアの統合やグループの
成果としてのアイデアの質量などの創造性に違い
があるかどうかを検証した。その結果，多様性を
知覚しているグループは知覚していないグループ
よりも感情やアイデアの統合に対する評価に負の
関連を示したが，課題解決向けて協働した結果，
知覚していないグループよりも創造的な成果を得
ることができたとしている（Harvey, 2013）。

　また，Harrison et al.（2002）は，実際のダイ
バーシティと知覚されたダイバーシティを区別す
る必要性があり，知覚されたダイバーシティが社
会的統合に影響することを指摘している。Garib

（2013）は，オランダの291団体のマネージャーに
対して質問紙調査を行い，従業員の意見・態度の
違いや，知識・情報・経験の違いに対するマネー
ジャーの知覚が，組織の有効性への影響や貢献に
正に関連する可能性を示した。
　ダイバーシティ・マネジメント研究としては，
Martin-Alcazar, Romero-Fernandez & Sanchez-
Gardey（2011）が，スペインの250人規模の化学
工場を対象に，従業員の知識・経験・認知スタイ
ル・価値の多様性を人的資本と捉え，どのような
人的資源管理を行えば，意思決定プロセスの質の
向上につながるかを検討した。その結果，従業員
評価や研究への参加などの関与と従業員の相互作
用を促進させるタスクの相互依存性を重視した管
理が，意思決定プロセスの質に強く影響する可能
性が示された（Martin-Alcazar et al., 2011）。
　日本における研究には，ダイバーシティの分類
についての研究がある。谷川（2013）は，知覚の
しやすさによる分類と，仕事との関係性による分
類（Pelled, 1996，Pelled et al., 1999）とを統合し
た分類方法を紹介している。そして，近年数多く
の研究者たちが，この方法において個人の持つ属
性を分類していると指摘し，自らも仕事に関係す
る深層的なダイバーシティとして，仕事に関する
知識，組織的な知識，経験，認知的能力，コミュ
ニケーション・スキル，メンタル・モデルを分類
した（谷川，2013）。そして，概念に関する既存
研究の整理を行い，概念化には関係的概念化と構
成的概念化の二つの方向性があるとした（谷川，
2013）。関係的概念化には，「ダイバーシティを概
念化する際，個人が持つ属性的特徴と他者及び集
団の全体的特徴との関係に着目すると同時に社会
的または歴史的に権力や差別との関係性が議論さ
れてきた属性に限定してダイバーシティを概念化
する傾向」（谷川，2013：121）がある。一方の構
成的概念化には，「ダイバーシティの構成的側面
に着目し，特定のユニットにおける集団特性とし
てダイバーシティを捉えると同時にあらゆる属性
をダイバーシティの議論に含める概念化の傾向」

（谷口，2013：122）がある。すなわち，関係的概
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念化は，人種差別や性差別を背景にして，例えば
「白人」や「黒人」，「男性」や「女性」などの属
性を強調する傾向があると言えよう。構成概念化
は，集団を構成しているあらゆる属性を対象とす
るため，深層的なダイバーシティも含められるこ
とになろう。また内藤（2012a）も，Bunderson 
& Sutcliffe（2002）の研究において，ダイバーシ
ティの概念化の差異によって効果に与える影響が
異なることが明らかになったとし，ダイバーシ
ティを概念化し分類することの重要性を踏まえ
て，職能のダイバーシティに関する既存研究を整
理した。
　以上より，深層的なダイバーシティは，意思決
定プロセスの質や課題解決能力を高め，創造性や
チーム・パフォーマンスに影響することが示唆さ
れていた。また，集団において，初期のダイバー
シティの知覚が，社会的な統合や意思決定と課題
解決のプロセスに負の影響を与えるが，時間をか
けて協働したときには，ダイバーシティの知覚が
なかったときより高い成果を得られる可能性が示
されていた。日本においては，理論的にダイバー
シティの概念化を試みる研究があった。今後の研
究としては，日本の職場において，どのようなダ
イバーシティが従業員に知覚されていて，それが
意思決定や問題解決のプロセスにどのように影響
しているのかを明らかにしていくことが必要だろ
う。また，ダイバーシティの概念化を行い，時間
の概念も用いながら，経営成果につなげていくマ
ネジメント手法を検討することも必要だろう。

（4�）視点４：ダイバーシティによる負の影響に

関する研究

　谷口（2005）は，ダイバーシティのマイナスの
影響として，Brickson（2000）, Milliken & Martin

（1996）, Robbins（1998）らの研究より，個人の
不満足，コミットメント・組織への愛着を減ら
す，ミスコミュニケーションを挙げている。ま
た，Jackson & Joshi（2011）は，既存研究の成
果をまとめ，ダイバーシティがコミュニケーショ
ンパターン，組織の結束力，離職に影響を与え，
職務上のコンフリクトと感情的なコンフリクトを
生じさせるとしている。
　ダイバーシティにより差別的な風土が生じると
コミットメントが低下することを示した研究があ

る。Kunze, Böhm & Bruch（2011）は，職場に
おける年齢の多様化は，従業員の年齢差別の風土
を知覚させ，情緒的コミットメントを低下させる
可能性を示した。また，Nishii（2012）は，ジェ
ンダーのダイバーシティに取り組んでいる職場
は，取り組んでいない職場よりも人間関係のコン
フリクトが生じやすく，人間関係のコンフリクト
が高いほど組織の満足度も低いことを明らかにし
た。しかし，多様なダイバーシティを包摂する風
土を持つ職場においては，ダイバーシティによる
コンフリクトが緩和されることが示唆された

（Nishii, 2012）。さらに，Tekleab & Quigley（2014）
は，チームにおいて関係性のコンフリクトが生じ
る頻度がチームメンバーのチームへの満足，チー
ムに残りたい意欲を低下させることを明らかにし
た。そして，チームへの満足は，チームメンバー
の人口統計的な相違よりも，個人の心理的特性に
影響されるとした（Tekleab & H Quigley, 2014）。
　原田・岡野内（2007）は，英国で働く外国人看
護師へのインタビュー調査の結果として，職場に
おいてコミュニケーションギャップや外国人看護
師へのいじめが起こっている実態を紹介した。ま
た，白石（2010）は，事例研究により，ワーク・
ライフ・バランス実現のための取組みの障害とな
る従業員の心理的不安が，同僚や上司とのコミュ
ケーション不足により助長されることを示した。
　このように，集団の中の多様性がミスコミュニ
ケーションやコンフリクトを生じ，従業員の不満
足やコミットメントの低下を引きおこして，パ
フォーマンスを低下させる可能性が示されてい
た。しかし，コンフリクトがパフォーマンスに影
響しなかったという結果もあり，その原因とし
て，コンフリクトの概念が研究により異なってい
ることや，多様性を認める組織の風土がコンフリ
クトを弱める可能性を持つことに着目する必要が
あろう。
　日本の職場において，ダイバーシティが進むこ
とによるコミュニケーションの不足が指摘されて
いた。今後の研究においては，ダイバーシティが
コミュニケーションに与える影響や発生するコン
フリクトの種類を明らかにした上で，経営成果に
つながるコミュニケーションとはどのようもの
か，またいかなるマネジメントによって，経営成
果にマイナスの影響を与えるコンフリクトを発生
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ようなものであるか，また，それを作り出すダイ
バーシティ・マネジメントはいかなる手法かを検
証していくことが必要であると考察した。
　三つ目の課題は，経営成果を獲得するために，
あらゆるダイバーシティに着目することであっ
た。そのために必要な研究は，表層的ダイバーシ
ティだけではなく深層的ダイバーシティを対象に
する研究であるとした。既存研究では，集団にお
いて，初期の段階では知覚することが容易な表層
的ダイバーシティが影響するが，協働する時間を
経ると，価値観や意識などの深層的ダイバーシ
ティが影響する可能性が示されていた。また，ダ
イバーシティはただ存在するだけではなく，人が
知覚することが重要であるとされていた。今後の
日本における研究では，従業員がどのようなダイ
バーシティを知覚することが経営成果につながる
のか，深層的ダイバーシティも含めて検証するこ
とが必要だろう。その際，ダイバーシティを機能
別に概念化していくことは，研究成果の蓄積にお
いて重要なことであると考察した。
　四つ目の課題は，ダイバーシティによるマイナ
スの影響に対応することであった。そのために必
要な研究は，ダイバーシティによる組織へのマイ
ナスの影響に関する研究だとした。既存研究で
は，ダイバーシティがコミュニケーション不足や
コンフリクトを引き起こし経営成果にマイナスの
影響を及ぼす可能性が示されていた。しかし，コ
ミュニケーションもコンフリクトもその内容はさ
まざまであり，今後は，経営成果にどう影響する
かという観点で，コミュニケーションやコンフリ
クトの詳細を明らかにする必要があろう。また，
コミュニケーション不足やコンフリクトの発生に
対応し得るマネジメントとはいかなるものかを検
証することも必要であると考察した。
　なお，本稿では日本における今後の研究の方向
性について考察したが，具体的な研究の内容につ
いては言及していないため，今後の課題とした
い。
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